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１．グリーンボンドに関する定量的データの蓄積に向けた一般社団法人鎌倉サステナビリティ研究

所の取組み 

 一般社団法人鎌倉サステナビリティ研究所（Kamakura Sustainability Institute、以下、「ＫＳ

Ｉ」という。)は、地球・人・未来を考え、責任あるビジネスの発展に貢献するサステナビリティス

ペシャリストの育成を目指し、2018年、神奈川県鎌倉市で設立された非営利団体である1。 

 世界的にグリーンボンド市場が拡大基調にある中で、「グリーンウォッシュ（見せかけ）」が懸念

されている。こうした中、ＫＳＩは、中立的な立場で、2022年４月に「日本におけるグリーンボン

ドの開示情報の分析と提言2」を公表した。今般、継続調査として、2021年７月から 22年６月末ま

でに国内発行体により起債されたグリーンボンドを対象に調査を行い、2023年１月に「日本におけ

るグリーンボンドの開示情報分析 2022年」を公表している。 

 以下では、本調査結果について紹介する。 

２．「日本におけるグリーンボンドの開示情報分析 2022年」の主な読みどころ 

 本調査は、環境省グリーンファイナンスポータル3に掲載されている国内発行体によるグリーン

ボンドのうち発行日が 2021 年７月から 22 年６月末までの 115 銘柄を対象としている4。また、分

析の視点として、図表１のとおり、５つを設定している。 

 115銘柄の平均発行額は 214億円であり5、発行件数の業種別割合は、金融（34.8％）、リート（不

動産投資信託）（20.9％）、エネルギー（15.7％）の上位３業種で全体の７割強を占める（図表２）。

なお、発行額の分布では、「10 億円～50 億円未満」（30.4％）および「100 億円～200 億円未満」

                         
1 ＫＳＩホームページ（https://www.kamakurasustainability.com/）を参照。 
2 調査対象は、2014 年 10 月から 22 年６月末までに国内で発行された銘柄。詳細は、ＫＳＩホームページ（https:// 
www.kamakurasustainability.com/reports/2022/ksi-analysis）を参照。 
3 環境省ホームページ（https://greenfinanceportal.env.go.jp/）を参照。 
4 全額新規投資の銘柄を除くと 85 銘柄であるが、リファイナンスに関する情報開示は３割程度に留まる。 
5 製造業の平均発行額が大きく伸びているが、本田技研工業が 1,000 億円規模の債券を３件発行したことによる。 
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 一般社団法人鎌倉サステナビリティ研究所（ＫＳＩ）は、継続調査として、2021年７月から 22

年６月末までに国内発行体により起債されたグリーンボンドを対象に調査を行い、2023 年１月

に「日本におけるグリーンボンドの開示情報分析 2022年」を公表した。 

 グリーンボンドの資金使途と発行体のサステナビリティ戦略との整合性が明確な銘柄は全体の

15％に満たない等、発行体による情報開示はまだ不十分な状況である。 

 金融庁は、2022 年 12 月 15 日に、世界に先駆けて「ＥＳＧ評価・データ提供機関の行動規範」

を策定した。今後、行動規範が浸透することにより、関連情報の開示が進むとともに、ステーク

ホルダー同士でのエンゲージメント（建設的な対話）が活発になることが期待されよう。 
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ェクトの資金使途や適格基準との整合性をみると（図表３）、整合性が確認できた割合は、全体の

14.8％に留まった。一方、整合性が確認できない割合は、「情報が確認できない」（17.4％）と「フ

レームワークの開示なし」（34.8％）を合わせて過半を占めている。 

 ＣＢＩタクソノミー6に基づくパリ協定の 1.5℃目標水準への適合率は 52.9％と過半を占めたも

のの、開示情報の不足により「判断不能」（28.0％）と「分類不能」（6.5％）を合わせると 35％弱

を占めた。 

 対象プロジェクトに付随するネガティブインパクトの開示では、特定したリスク・リスク管理方

法を開示している銘柄は半数を占めたものの、リスクの特定に際してどのようなリスク評価（例：

環境デューデリジェンス等）をしたかに言及している銘柄は 15％弱に留まっている。 

 

                         
6 気候債券イニシアティブ（CBI）が公表した「気候ボンド基準」のこと。 
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（出所）KSI「日本におけるグリーンボンドの開示情報分析 2022 年」 
 

（図表２）平均発行額 

 
（出所）KSI「日本におけるグリーンボンドの開示情報分析 2022 年」 
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 情報の透明性の観点から、発行体がホームページ上でフレームワーク7を開示している割合をみ

ると年々増加し、65.2％に上っている（図表４）。 

（図表３）資金使途と発行体のサステナビリティ（図表４）発行体ホームページでのフレームワークの開示 

          戦略との整合性                              状況 

 

（出所）KSI「日本におけるグリーンボンドの開示情報分析 2022 年」 

３．グリーンボンドを含む情報の透明性の確保に向けて 

 金融庁は、2022年 12月 15日に、世界に先駆けて「ＥＳＧ評価・データ提供機関の行動規範」を

策定した8。サステナブルファイナンスやＥＳＧの分野でわが国の出遅れ感を指摘する声がある中、

“世界初”の意義を広くＰＲしている。 

 今後、行動規範が浸透することにより、グリーンボンドを含めて、投資家保護、市場の透明性・

効率性、適切な価格付け等に係るリスクが払拭されるとともに、ＥＳＧ評価・データの利用者にと

って、サービスの信頼性の確保、評価手法に関する透明性の確保、利益相反への対応、ステークホ

ルダー同士でのエンゲージメント（建設的な対話）が活発になることが期待されよう。 

                                        以 上 

＜参考文献＞ 

・ 鎌倉サステナビリティ研究所（2023 年１月）「日本におけるグリーンボンドの開示情報分析 2022 年」 

                         
7 グリーンボンドの発行にあたって、発行体が資金調達の使途・プロジェクトの評価および選定・調達資金の管理・レ
ポーティング等について定める方針のこと。 
8 詳細は、信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページ（https://www.scbri.jp/reports/newstopics/ 
20230110-esg-1.html）を参照。 


